
（介護予防）訪問リハビリテーション 運営規程 

 

 （事業の目的） 

第１条 医療法人共生会が開設するＮＡＣ湯村指定訪問リハビリテーション

「にこにこ倶楽部」が行う（介護予防）訪問リハビリテーションの事業は、利

用者が要支援状態または要介護状態となった場合においても、作業療法、

理学療法その他必要なリハビリテーションを行うことにより、その利用者が

可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した生活を営

むことができるよう、心身の機能の維持回復を図ることを目的とする。 

 

 （運営の方針） 

第２条 運営の方針は次に掲げるところによるものとする。 

  （１）指定（介護予防）訪問リハビリテーションは、利用者の要介護状態の

軽減もしくは悪化の防止または要介護状態になることの予防に資す

るよう、療養上の目標を設定し、計画的に行うものとする。 

  （２）自らその提供する指定（介護予防）訪問リハビリテーションの質の評

価を行い、常にその改善を図るものとする。 

  （３）指定（介護予防）訪問リハビリテーションの提供にあたっては、医師の

指示及び（介護予防）訪問リハビリテーション計画に基づき、利用者

の心身機能の維持回復を図り、日常生活の自立に資するよう妥当適

切に行うものとする。 

  （４）指定（介護予防）訪問リハビリテーションの提供にあたっては、懇切丁

寧に行うことを旨とし、利用者またはその家族に対し、療養上必要とさ

れる事項等について理解しやすいよう説明を行うものとする。 

  （５）常に利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境

等の的確な把握に努め、利用者に対し、適切なサービスを提供する

ものとする。 

 

 （事業所の名称及び所在地） 

第３条 この事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

  （１）名称   ＮＡＣ湯村指定訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ「にこにこ倶楽部」 



  （２）所在地  山梨県甲府市湯村３－１５－１３ 

 

 （従業者の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 この事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務の内容は、次

のとおりとする。 

  （１）管理者  １名 

    従業者の管理及び利用者及びその家族の相談等 

  （２）作業（理学）療法士 １名以上 

    作業または理学療法士は、医師の指示及び（介護予防）訪問リハビリ

テーション計画に基づき、利用者の心身機能の回復を図るために必

要なリハビリテーション、指導を行う。 

 

 （営業日及び営業時間） 

第５条 営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

  （１）営業日  月曜日から金曜日とする。ただし、土日祝日及び 

    １２月２９日から１月３日は休みとする。 

  （２）営業時間  午前の部  ９：００～１２：００ 

    午後の部 １３：００～１７：００ 

 

 （指定（介護予防）訪問リハビリテーションの内容） 

第６条 指定（介護予防）訪問リハビリテーションの内容は、次のとおりとする。

計画的な医学管理を行っている医師の指示に基づき行う作業または理学

療法士による（介護予防）訪問リハビリテーションを提供する。 

 

 （利用料その他の費用の額） 

第７条 指定（介護予防）訪問リハビリテーションを提供した場合の利用料の

額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当該（介護予防）訪問リ

ハビリテーションが法定代理受領サービスであるときは、その１割の額とす

る。 

 

 （通常の事業の実施地域） 

第８条 通常の事業の実施地域は、以下のとおりとする。 



 甲府市（湯村、大和町、山宮町、千塚、羽黒町、音羽町、富士見、和田町、

荒川、池田、屋形、緑ヶ丘、天神町、宮前町、北口、朝日、塩部、飯田、丸

の内、愛宕町、寿町、宝、美咲、長松寺町、中村町、大手、岩窪町、小松

町、西田町、古府中町、北新、武田、元紺屋町、相生、上石田、下飯田、

金竹町、新田町） 

 甲斐市、韮崎市 

２ 前項の通常の事業実施地域を超えて指定（介護予防）訪問リハビリテー

ションに要した交通費は、超えた地点より片道１ｋｍごとに２００円を徴収す

る。 

 

 （緊急時の対応） 

第９条 事業所は、利用者に対し、医学的判断により対診が必要と認める場

合、協力医療機関または協力歯科医療機関での診療を依頼することがあ

ります。 

２ 事業所は、利用者に対し、事業所における（介護予防）訪問リハビリテー

ションサービスでの対応が困難な状態、または、専門的な医学的対応が

必要と判断した場合、他の専門的機関を紹介します。 

３ 前２項のほか、利用者の心身の状態が急変した場合、事業所は、利用者

及び扶養者が指定する者に対し、緊急に連絡します。 

 

 （その他運営に関する重要事項） 

第１０条 サービス提供従事者の資質の向上を図るために、研修の機会を設

けるものとする。 

２ 従業者は、従業中及び退職後においても、正当な理由なく、その業務上

知り得た利用者またはその家族の個人情報等を漏らしてはならない。 

３ この規程に定めるもののほか、この事業所の運営に関する事項は、医療

法人共生会と管理者の協議に基づいて定めるものとする。 

４ 事業所において、次に掲げる措置を行う。 

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、従業者

への周知徹底を図り、虐待防止のための研修を定期的に開催する。 

 （２）感染症防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、従業

者への周知徹底を図り、感染症防止のための研修を定期的に開催す



る。 

 （３）感染症防止または非常災害の発生において、利用者に対する指定居

宅介護支援の提供を継続するための計画及び非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画(「業務継続計画」という。)を策定し、その計

画に従い必要な措置を講じ、その計画を周知するとともに必要な研修

及び訓練を実施する。また、定期的に業務継続計画を見直す。 

 （４）適切な居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動または優越的な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害される

ことを防止するため定期的に必要な研修を行う。 

 

 付則 

  この規程は、２００７年６月１日から施行する。 

  この規程は、２０１２年９月１日から施行する。 


